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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】点検時において、磁気コイルの電気的劣化を検
知し得る点検方法および点検装置ならびに寿命算定方法
を提供する。
【解決手段】点検方法は、電磁コイルに対して周波数の
異なる電圧を印加し、周波数ごとのインピーダンスを測
定してＺ－Ｆ特性の測定値を得るＺ－Ｆ特性測定工程と
、電磁コイルの正常な状態におけるＺ－Ｆ特性に基づい
て予め定めたＺ－Ｆ特性の許容帯域とＺ－Ｆ特性測定工
程による測定値とを比較する比較工程とを含む。点検装
置は、測定部２、解析部３と表示部４を備え、解析部は
、インピーダンスを演算する演算部３２と、インピーダ
ンスの基準値を記憶する記憶部３３とを備え、表示部は
、演算部によって算出されたインピーダンスおよび記憶
部に記憶される基準値に基づくＺ－Ｆ曲線として表示す
る。寿命算定方法は、検査対象の電磁コイルが劣化の初
期状態となった場合に、標準的な劣化開始期間と劣化進
行期間とから寿命の残期間を算定する。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　モータにより回転駆動されるモータ軸と、このモータ軸に連動するブレーキ用ディスク
と、このブレーキ用ディスクに押圧されるブレーキパッドと、このブレーキパッドに対し
所定方向へ付勢するブレーキバネと、電磁コイルを有する固定鉄心と、前記電磁コイルに
よって前記ブレーキバネの付勢に抗する方向へ作動する可動鉄心とを備えるブレーキ付電
動機において、前記電磁コイルの電気的劣化を点検する方法であって、
　前記電磁コイルに対して周波数の異なる電圧を印加し、該周波数ごとのインピーダンス
を測定してＺ－Ｆ特性の測定値を得るＺ－Ｆ特性測定工程と、前記電磁コイルの正常な状
態におけるＺ－Ｆ特性に基づいて予め定めたＺ－Ｆ特性の許容帯域と前記Ｚ－Ｆ特性測定
工程による測定値とを比較する比較工程とを含み、
　前記測定値が前記許容帯域から逸脱するか否かにより前記電磁コイルの電気的劣化を判
断することを特徴とするブレーキ付電動機における電磁コイルの点検方法。
【請求項２】
　前記Ｚ－Ｆ特性の許容帯域は、使用前の電磁コイルについて異なる周波数ごとのインピ
ーダンスの値を測定して得た初期値を基準とし、該初期値に対するインピーダンスの増加
または減少の幅を設定して得たものである請求項１に記載のブレーキ付電動機における電
磁コイルの点検方法。
【請求項３】
　前記Ｚ－Ｆ特性の許容帯域は、同一規格により製造される電磁コイルの標準的な値を基
準とし、該標準的な値に対するインピーダンスの増加または減少の幅を設定して得たもの
である請求項１に記載のブレーキ付電動機における電磁コイルの点検方法。
【請求項４】
　前記Ｚ－Ｆ特性は、４Ｈｚ～５ＭＨｚの範囲における適宜間隔ごとの異なる周波数に対
する各インピーダンスによって特定されるものである請求項１ないし３のいずれかに記載
のブレーキ付電動機における電磁コイルの点検方法。
【請求項５】
　請求項１ないし４のいずれかに記載の点検方法を使用するブレーキ付電動機における電
磁コイルの点検装置であって、
　交流電源と、該交流電源の周波数を変調する変調器と、点検対象の電磁コイルについて
変調した周波数ごとの電流値を測定する電流計と、該電流計によって測定される電流値か
らインピーダンスを演算する演算部と、前記電磁コイルの周波数ごとのインピーダンスの
基準値を記憶する記憶部と、該演算部によって算出された周波数ごとのインピーダンスお
よび前記記憶部に記憶される基準値をそれぞれＺ－Ｆ曲線として表示する表示手段と、該
基準値のＺ－Ｆ曲線に基づいて許容帯域を算出するとともに、該算出結果をＺ－Ｆ曲線と
して表示手段に表示させる処理手段とを備えることを特徴とするブレーキ付電動機におけ
る電磁コイルの点検装置。
【請求項６】
　前記処理手段は、さらに、前記演算部による演算結果と前記許容帯域を比較するととも
に、該許容帯域から逸脱する領域を前記表示手段にハイライト表示するものである請求項
５に記載のブレーキ付電動機における電磁コイルの点検装置。
【請求項７】
　前記処理手段は、前記演算部による演算結果が許容帯域から逸脱する領域が高周波側に
ある場合は注意喚起信号を発し、低周波側にある場合は警告信号を発するものである請求
項６に記載のブレーキ付電動機における電磁コイルの点検装置。
【請求項８】
　請求項１ないし４のいずれかに記載の点検方法を使用するブレーキ付電動機における電
磁コイルの寿命算定方法であって、
　前記電磁コイルについて、使用開始時から、Ｚ－Ｆ特性の測定値が高周波帯において前
記許容帯域を逸脱する時点までの期間で特定される劣化開始期間と、Ｚ－Ｆ特性の測定値
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が高周波帯において前記許容帯域を逸脱する時点から、低周波帯において前記許容帯域か
ら逸脱するまでの期間で特定される劣化進行期間とを、予め測定しておき、
　点検対象である電磁コイルのＺ－Ｆ特性の測定値が、高周波帯において前記許容帯域か
ら逸脱した場合、それまでの使用期間と前記劣化開始期間に対する前記劣化進行期間の割
合とを参照することにより、該電磁コイルの寿命の残期間を算出することを特徴とするブ
レーキ付電動機における電磁コイルの寿命算定方法。
【請求項９】
　前記劣化開始期間および前記劣化進行期間は、同一規格により製造される電磁コイルの
標準的な測定値に基づき算出されたものである請求項８に記載のブレーキ付電動機におけ
る電磁コイルの寿命算定方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ブレーキ付電動機におけるブレーキ機構を作動させるために設置される電磁
コイルの点検方法および点検装置ならびに電磁コイルの寿命算定方法に関するものである
。
【背景技術】
【０００２】
　ブレーキ付電動機は、昇降機等に設置されるものであり、非作動時または電力供給中断
時などの状況下において、駆動軸の回転を制動することができるものである。この種の電
動機の構成は、概ね次のとおりである。モータにより回転駆動されるモータ軸と、このモ
ータ軸に連動するブレーキ用ディスクと、このブレーキ用ディスクに押圧されるブレーキ
パッドと、このブレーキパッドに対し所定方向へ付勢するブレーキバネと、電磁コイルを
有する固定鉄心と、前記電磁コイルによって前記ブレーキバネの付勢に抗する方向へ作動
する可動鉄心とを備えている。ブレーキバネは、ブレーキパッドをブレーキ用ディスクに
押圧するように付勢されることから、電磁コイルが作動しない場合には、ブレーキが作動
した状態を維持させるものである。そして、ブレーキを解除する場合には、電磁コイルに
電源を供給することにより励磁させ、可動鉄心をブレーキバネの付勢力に抗して引き寄せ
、ブレーキパッドをブレーキ用ディスクから離脱させるのである。この電磁コイルが励磁
される間はブレーキの解除状態が維持されるものである。
【０００３】
　ところで、上記のようなブレーキ付電動機を点検する場合には、専ら目視や異音などの
方法によって行われており、電磁コイルに関しては、当該コイルの断線または亀裂等につ
いて点検されることに留まっていた。
【０００４】
　他方、電磁コイルが正常に機能するか否かを点検するための装置が提案されており、こ
れは、電磁コイルを含む電磁ブレーキ回路に点検回路を接続し、電磁コイルを励磁した際
のブレーキスイッチの開閉状態をリレーコイルによって検知するものである（特許文献１
参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開平６－２８４６３４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　上述の目視または異音等に基づく点検方法では、点検作業者による主観的な判断に委ね
られることとなり、点検の精度は作業者の熟練度に応じて異なることとなるものであった
。他方、点検回路を接続した従来技術にあっては、電磁コイルの作動状態を点検するもの
ではなく、電磁ブレーキ全体が正常に機能するか否かを点検するものであり、ブレーキを
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作動するための電磁コイルについては、やはり、目視等に委ねるほかに有効な点検方法は
提案されてこなかった。
【０００７】
　特に、上述の点検方法では、専ら外的要因による電磁コイルの機能低下を点検するもの
（損傷、変形、摩耗、変色など）であって、電磁コイルの電気的劣化を点検するものでは
なかった。しかしながら、電磁コイルに電気的劣化を生じているにもかかわらず、使用を
継続する場合には、所定の起磁力を発生させることができないなどの不具合を招来させる
ものとなっていた。つまり、ブレーキ付電動機のブレーキ性能は、電磁コイルの電気的特
性（すなわち電磁コイルに生じる起磁力の性能）によって左右されるものであり、この電
気的特性（起磁力）は、電磁コイルに流れる電流によって異なるものであるが、電磁コイ
ルが電気的に劣化するときは、電磁コイルに流れる電流が過剰または不足することとなっ
ていた。電流過剰の場合には、起磁力が増加し、電磁コイルが焼けることがあり、電流不
足の場合には、起磁力が低下し、ブレーキ機構の作動不良となり得る。そして、電磁コイ
ルに流れる電流を逐一測定することは、電動機に測定器を内蔵することとなり、コストが
多大となるため現実的でなく、また、作動状態のみ（定格電圧を印加した状態）での点検
では電気的劣化を十分に発見できないという問題点があった。
【０００８】
　本発明は、上記諸点にかんがみてなされたものであって、その目的とするところは、点
検時において、磁気コイルの電気的劣化を検知し得る点検方法および点検装置とともに、
電磁コイルの寿命を算定し得る方法を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　そこで、本発明者らは、磁気コイルに対する異なる周波数ごとインピーダンスを測定す
ることにより、磁気コイルの電気的劣化を検知し得ると考え、本発明の完成に至ったもの
である。
【００１０】
　すなわち、ブレーキ付電動機における電磁コイルの点検方法に係る本発明は、モータに
より回転駆動されるモータ軸と、このモータ軸に連動するブレーキ用ディスクと、このブ
レーキ用ディスクに押圧されるブレーキパッドと、このブレーキパッドに対し所定方向へ
付勢するブレーキバネと、電磁コイルを有する固定鉄心と、前記電磁コイルによって前記
ブレーキバネの付勢に抗する方向へ作動する可動鉄心とを備えるブレーキ付電動機におい
て、前記電磁コイルの電気的劣化を点検する方法であって、前記電磁コイルに対して周波
数の異なる電圧を印加し、該周波数ごとのインピーダンスを測定してＺ－Ｆ特性の測定値
を得るＺ－Ｆ特性測定工程と、前記電磁コイルの正常な状態におけるＺ－Ｆ特性に基づい
て予め定めたＺ－Ｆ特性の許容帯域と前記Ｚ－Ｆ特性測定工程による測定値とを比較する
比較工程とを含み、前記測定値が前記許容帯域から逸脱するか否かにより前記電磁コイル
の電気的劣化を判断することを特徴とするものである。
【００１１】
　上記構成によれば、所定電圧を印加した場合のインピーダンスを測定することにより間
接的に電流値を算出することができることから、電磁コイルを作動するために必要な電流
を過不足なく供給し得るか否かを判断するための要素を獲得することができる。ここで、
電磁コイルが励磁される起磁力は、電磁コイルの巻数と、電磁コイルに流れる電流の積に
よって算出される。従って、間接的に電流値を算出することにより、起磁力を算出し得る
こととなるのである。
【００１２】
　ところで、上記Ｚ－Ｆ特性は、異なる周波数ごとのインピーダンスの値を示すものであ
り、このＺ－Ｆ特性を用いるということは、定格周波数（５０Ｈｚまたは６０Ｈｚ）での
インピーダンスを算出することに限定しないことを意味するものである。定格周波数（５
０Ｈｚまたは６０Ｈｚ）におけるインピーダンスの算出結果は、通常運転時におけるブレ
ーキ機構の可動状態を確認するために利用できるが、当該定格周波数における異常（イン
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ピーダンスまたは電流値の異常）を検知したのでは、既に磁気コイルの交換時期に到達し
ている状態となっている。そこで、当該定格周波数を逸脱した周波数帯におけるインピー
ダンスを測定することにより、電気的劣化を早期に発見し、ブレーキ機構の作動に異常が
生じる前に磁気コイルの交換時期を把握するのである。従って、定格周波数よりも高周波
側または低周波側に許容帯域から逸脱するインピーダンスを示す場合、その程度に応じて
電気的劣化を判定することができるのである。
【００１３】
　本発明においては、前記Ｚ－Ｆ特性の許容帯域が、使用前の電磁コイルについて異なる
周波数ごとのインピーダンスの値を測定して得た初期値を基準とし、該初期値に対するイ
ンピーダンスの増加または減少の幅を設定して得たものであってもよい。
【００１４】
　上記構成の場合には、電動機の導入時、または電磁コイルの交換時において、その使用
前に測定して得たＺ－Ｆ特性を基準とし、当該基準値から所定の増減値をもって許容帯域
とすることができることから、個別の装置（電動機）について独自の許容帯域を設定する
ことができる。すなわち、電磁コイルの材質等によって電流値（インピーダンス）が異な
ることから、画一的なインピーダンスを設定せず、現実の電動機に設置された電磁コイル
について、実測値に基づく許容帯域を設定することにより、初期値を基準とする電気的劣
化の状態を得ることができるのである。この場合には、受注生産のように、個別に製造さ
れる電動機における電磁コイルの点検に好適である。なお、許容帯域を設定する場合には
、各周波数におけるインピーダンスの値を基準にプラスマイナス数パーセントの範囲とす
ることができる。
【００１５】
　他方、本発明においては、前記Ｚ－Ｆ特性の許容帯域が、同一規格により製造される電
磁コイルの標準的な値を基準とし、該標準的な値に対するインピーダンスの増加または減
少の幅を設定して得たものであってもよい。
【００１６】
　上記構成の場合には、電動機の導入時、または電磁コイルの交換時において、個別にイ
ンピーダンスを測定することなく、画一的に許容帯域を設定することができる。このよう
な許容帯域の設定は、量産化される同一規格の電磁コイルが、予め定められた電流値とな
るように製造されるような場合に好適である。なお、許容帯域を設定する場合には、各周
波数における標準的なインピーダンスの値を基準にプラスマイナス数パーセントの範囲と
することができる。
【００１７】
　なお、上記各発明の構成におけるＺ－Ｆ特性は、４Ｈｚ～５ＭＨｚの範囲における適宜
間隔ごとの異なる周波数に対する各インピーダンスによって特定されるものとすることが
できる。
【００１８】
　このような構成の場合には、定格周波数よりも大きく離れた周波数帯におけるインピー
ダンスの測定結果を得ることができ、どの周波数帯において許容帯域から逸脱しているか
を検知することにより、電磁コイルの電気的劣化の状態を把握することが可能となる。経
時的なＺ－Ｆ特性の変化を観察することにより、使用される電磁コイルの電気的劣化の傾
向を知ることができ、その傾向を把握することにより、交換時期等を的確に把握し得るこ
ととなる。例えば、高周波帯においてＺ－Ｆ特性の許容帯域から逸脱を開始し、その低周
波帯においても許容帯域からの逸脱が発生するという傾向を示す磁気コイルについては、
低周波帯における逸脱を発見した場合に交換時期とみなすように判断される。
【００１９】
　また、ブレーキ付電動機における電磁コイルの点検装置に係る本発明は、前記点検方法
に係る発明を使用するであって、交流電源と、該交流電源の周波数を変調する変調器と、
点検対象の電磁コイルについて変調した周波数ごとの電流値を測定する電流計と、該電流
計によって測定される電流値からインピーダンスを演算する演算部と、前記電磁コイルの
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周波数ごとのインピーダンスの基準値を記憶する記憶部と、該演算部によって算出された
周波数ごとのインピーダンスおよび前記記憶部に記憶される基準値をそれぞれＺ－Ｆ曲線
として表示する表示手段と、該基準値のＺ－Ｆ曲線に基づいて許容帯域を算出するととも
に、該算出結果をＺ－Ｆ曲線として表示手段に表示させる処理手段とを備えることを特徴
とするものである。
【００２０】
　上記構成によれば、点検対象である電動機を作動させることなく、外部電源を使用して
各周波数におけるインピーダンスを測定することができ、その際、外部電源の周波数を任
意に変化させることによって、異なる周波数におけるインピーダンスを測定することがで
きる。また、測定されたインピーダンスと供給される電源の周波数とでＺ－Ｆ特性を得る
ことができ、これをＺ－Ｆ曲線として表示することにより、点検結果におけるＺ－Ｆ特性
を視覚的に把握することが可能となる。そして、予め記憶部に記憶される基準値から許容
帯域を算出し、これをＺ－Ｆ曲線として同時に表示させることによって、点検時における
Ｚ－Ｆ特性の許容帯域との差違を明確に把握することができる。なお、Ｚ－Ｆ曲線は、横
軸に周波数、縦軸にインピーダンスとして、周波数ごとのインピーダンスを連続する曲線
で表示したものである。
【００２１】
　上記構成の発明においては、前記処理手段が、さらに、前記演算部による演算結果と前
記許容帯域を比較するとともに、該許容帯域から逸脱する領域を前記表示手段にハイライ
ト表示するものであってもよい。
【００２２】
　上記構成の場合には、許容帯域と測定結果とを比較することにより、当該許容帯域の範
囲内であるか、逸脱するものであるかを判定することが可能となり、狭帯域から逸脱する
検出結果が測定された領域をハイライトすることにより、電磁コイルの電気的劣化の状態
を容易に把握することができる。
【００２３】
　さらに、上記構成の発明おいて、前記処理手段は、前記演算部による演算結果が許容帯
域から逸脱する領域が高周波側にある場合は注意喚起信号を発し、低周波側にある場合は
警告信号を発するように構成したものとすることができる。
【００２４】
　上記構成の場合には、Ｚ－Ｆ特性の比較において、電磁コイルの電気的劣化が高周波側
の逸脱から始まり、電気的劣化が進行すると低周波側について逸脱することを前提とした
場合、電気的劣化の状態を注意喚起または警報により把握することができる。低周波側の
逸脱現象を警報としたのは、電磁コイルの交換時期を示唆する意味である。なお、高周波
側および低周波側とは、定格周波数（５０Ｈｚまたは６０Ｈｚ）を境界とするものではな
く、Ｚ－Ｆ曲線全体のうちの高周波側または低周波側を意味するものである。例えば、４
Ｈｚ～５ＭＨｚの範囲でＺ－Ｆ曲線を表示する場合であれば、２．５ＭＨｚを境界とする
場合などを意味している。
【００２５】
　また、ブレーキ付電動機における電磁コイルの寿命算定方法に係る本発明は、前記構成
の点検方法を使用するものであって、前記電磁コイルについて、使用開始時から、Ｚ－Ｆ
特性の測定値が高周波帯において前記許容帯域を逸脱する時点までの期間で特定される劣
化開始期間と、Ｚ－Ｆ特性の測定値が高周波帯において前記許容帯域を逸脱する時点から
、低周波帯において前記許容帯域から逸脱するまでの期間で特定される劣化進行期間とを
、予め測定しておき、点検対象である電磁コイルのＺ－Ｆ特性の測定値が、高周波帯にお
いて前記許容帯域から逸脱した場合、それまでの使用期間と前記劣化開始期間に対する前
記劣化進行期間の割合とを参照することにより、該電磁コイルの寿命の残期間を算出する
ことを特徴とするものである。
【００２６】
　上記構成によれば、電磁コイルの電気的劣化が、高周波帯におけるＺ－Ｆ特性の逸脱か
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ら始まり、その電気的劣化が進行することにより低周波帯において逸脱する現象を示すこ
とを前提し、その電磁コイルの交換時期までの期間（寿命の残期間）は、高周波帯におけ
る逸脱時点から低周波帯における逸脱時点までとなり、高周波帯での逸脱時点までの使用
頻度等を考慮したうえで、低周波帯での逸脱時点を算出することができることとなる。
【００２７】
　ここで、電磁コイルの寿命とは、使用開始時から交換時期までの期間を意味し、電磁コ
イルが使用不能となる時期までとは僅かに異なる概念である。また、この電磁コイルの寿
命は、同一規格において製造されたものであっても、電磁コイルの使用頻度または使用形
態等によって異なることから、高周波帯における逸脱時点までの期間を参照することによ
り、同様の使用頻度または使用形態を継続する場合の寿命の残期間を算定することができ
るのである。仮に、電磁コイルに製造上の欠陥等が内在する場合であっても、その劣化の
進行は、通常の（正常な）電磁コイルの場合と同様であると想定されるため、この種の電
磁コイルを使用する場合であっても寿命の残期間を算定することが可能となる。
【００２８】
　なお、上記構成における劣化開始期間および劣化進行期間については、同一規格により
製造される電磁コイルの標準的な測定値に基づき算出されたものを使用することができる
。この場合には、同一規格の電磁コイルに特有の劣化の進行状態に基づくことができ、電
磁コイルの交換時から次の交換時期までの寿命をさらに算定することが可能となる。
【発明の効果】
【００２９】
　ブレーキ付電動機における電磁コイルの点検方法に係る本発明によれば、点検時に電磁
コイルのインピーダンスを測定することにより、電気的劣化を検知することができる。こ
こで測定するインピーダンスは、定格周波数（５０Ｈｚまたは６０Ｈｚ）におけるインピ
ーダンスに限らず、それよりも低周波帯および高周波帯を含むことから、当該定格周波数
（使用時の周波数）における電気的特性のみならず、電磁コイルの電気的劣化の早期検知
を可能にするものである。
【００３０】
　他方、ブレーキ付電動機における電磁コイルの点検装置に係る本発明によれば、外部電
源を使用しつつ電磁コイルのＺ－Ｆ特性を表示させることができるものであり、電動機の
ブレーキ機構の作動を伴うことなく電磁コイルの点検を可能にするものである。また、測
定されたインピーダンスに基づくＺ－Ｆ曲線と、許容帯域のインピーダンスに基づくＺ－
Ｆ曲線とを同時に表示し、両者を比較することが可能であることから、電磁コイルの電気
的劣化を視覚的に把握することができるとともに、点検対象の電磁コイルの点検時の状態
（劣化の進行状態）をも把握することができるものである。従って、電磁コイルの交換時
期を早期に検知することができ、ブレーキ機構に不具合を生じさせる前の交換が実質的に
可能となるものである。
【００３１】
　また、ブレーキ付電動機における電磁コイルの寿命算定方法に係る本発明によれば、使
用開始から劣化の初期段階を検出した時点までの期間に基づき、寿命の残期間を算定する
ことができ、好適なタイミングで電磁コイルを交換することができる。これは、ブレーキ
付電動機の使用頻度または使用形態がユーザごとに異なる場合であっても算定が可能とな
り、極端に早期の交換を不要にするとともに、交換時期を逸することを回避し得ることと
なる。
【図面の簡単な説明】
【００３２】
【図１】ブレーキ付電動機の概略を示す説明図である。
【図２】電磁コイルの点検装置に係る実施形態の概略を示す説明図である。
【図３】電磁コイルの等価回路を示す説明図である。
【図４】電磁コイルの点検方法の概略を示す説明図である。
【図５】実験結果に基づくＺ－Ｆ曲線を示す参考図である。
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【発明を実施するための形態】
【００３３】
　以下、本発明の実施の形態を図面に基づいて説明する。まず、本発明の電磁コイルの点
検方法および点検装置が使用されるブレーキ付電動機の電磁コイルについて説明する。図
１は、ブレーキ付電動機のブレーキ周辺を示す図である。この図に示すように、ブレーキ
付電動機１のブレーキ構造は、図示せぬモータによって回転駆動されるモータ軸１１に連
動するブレーキ用ディスク１２をブレーキパッド１３によって停止させるものであり、こ
のブレーキパッド１３を電磁コイル１４によって作動させるものである。
【００３４】
　電磁コイル１４は、固定鉄心１５に設けられ、例示された電磁コイルがブレーキパッド
１３を有する可動鉄心１６を磁着方向へ誘導するものである。また、固定鉄心１５と可動
鉄心１６との間にはブレーキバネ１７が介在されており、電磁コイル１４による可動鉄心
１６の磁着方向とは逆向きに当該可動鉄心１６を付勢している。このブレーキバネ１７の
付勢により、ブレーキパッド１３をブレーキ用ディスク１２に対する押圧を強制している
。
【００３５】
　このような構成であることから、電磁コイル１４が励磁されない場合には、ブレーキバ
ネ１７の作用により、ブレーキパッド１３がブレーキ用ディスク１２を押圧し、当該ブレ
ーキ用ディスク１２の回転を停止させ、これに伴ってモータ軸１１の回転を停止させるも
のである。他方、電磁コイル１４が励磁されるとき、可動鉄心１６は、ブレーキバネ１７
の付勢に抗して移動し、ブレーキパッド１３がブレーキ用ディスク１２の押圧を解除し、
ブレーキ用ディスク１２およびモータ軸１１の回転を可能にするものである。
【００３６】
　上記のように、ブレーキ付電動機１では、電磁コイル１４の作動によってモータ軸１１
の回転・停止を操作するものであり、当該電磁コイル１４の性能が電動機１の作動環境を
左右することとなる。そこで、この電磁コイル１４の作動の状態を安定的に維持するため
に点検を行うのである。
【００３７】
　まず、点検装置の実施形態について説明する。図２は、点検装置の概略を示すブロック
図である。この図に示すように、点検装置は、大別すると、測定部２と解析部３と表示部
４とで構成されている。測定部２は、電磁コイル１４の両側端子１４ａ，１４ｂに接続可
能な端子２０ａ，２０ｂに対し、交流電源２１、変調器２２および電流計２３が直列に接
続されている。点検対象の電磁コイル１４に対し、周波数を変更しつつ所定電圧の電源を
供給しつつ、その各周波数における電流を測定するものである。電流計２３で測定された
電流値は、周波数情報とともに解析部３に入力され、インピーダンスの算出とともに、Ｚ
－Ｆ特性が解析される。
【００３８】
　解析部３には、周波数情報および電流値の入力を受ける入力部３１と、この入力部３１
を介して得られる情報に基づきインピーダンスを算出する演算部３２とを備えている。ま
た、演算結果を記憶するための記憶部３３を備え、さらに、演算結果に基づくＺ－Ｆ曲線
の作成部３４を備えている。演算部３２による演算結果は記憶部３３に記憶させる必要は
ないが、経時的変化を観察するために、記憶させておくことが好ましい。なお、Ｚ－Ｆ曲
線は、周波数（Ｆ）ごとのインピーダンス（Ｚ）の値を示す曲線であり、横軸を周波数と
し、縦軸をインピーダンスとして、プロットした測定値を連続する曲線とするものである
。
【００３９】
　また、記憶部３３には、検査対象の電磁コイル１４に関する情報が記憶されており、そ
の情報の中には、当該電磁コイル１４の周波数ごとのインピーダンスの基準値が含まれる
。この基準値としては、電磁コイル１４の使用前（製造後または交換後）に測定した際の
測定結果を使用することができるほか、標準的な同種の電磁コイル１４の標準的な数値を
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しようしてもよい。電動機が個別生産か汎用品かによって、基準値を適宜選択すればよい
。
【００４０】
　上記基準値を用いて点検時における電磁コイル１４のＺ－Ｆ特性を評価するため、解析
部３には処理手段３５が備えられている。この処理手段３５は、記憶部３３に記憶されて
いる基準値から、Ｚ－Ｆ曲線を作成するＺ－Ｆ曲線作成部３６と、ここで作成された基準
値のＺ－Ｆ曲線に基づき（または基準値に基づき）、許容帯域を作成する許容帯域作成部
３７とを備えている。許容帯域は、基準値のインピーダンスの値を所定の割合（例えば、
５％や９％など）だけ増加させた上限値と、同じ割合だけ減少させた下限値とで設定され
るものである。基準値のＺ－Ｆ曲線に基づいて作成する場合は、当該曲線を縦軸（Ｚ）方
向に移動させることとなり、基準値に基づく場合は、周波数ごとのインピーダンスに所定
割合を増減させ、その結果からＺ－Ｆ曲線を作成することとなる。
【００４１】
　このように点検時のＺ－Ｆ曲線と基準値および許容帯域を示すＺ－Ｆ曲線は、ともの表
示部４によって表示されるものである。表示部４に表示されるＺ－Ｆ曲線は、複数の曲線
が重畳的に表示され、許容帯域を示すＺ－Ｆ曲線の範囲内に点検時のＺ－Ｆ曲線が存在す
れば、正常と判断し、逸脱する部分があれば、劣化（不良）と判断し得るものである。そ
のため、前記処理手段３５に比較部３８を備え、比較結果を表示部４に表示させてもよい
。その表示方法は、許容帯域からの逸脱個所をハイライト表示するほか、注意喚起や警報
等の情報を表示させてもよい。
【００４２】
　なお、電磁コイル１４の等価回路は、図３に示すとおりであり、この等価回路によるイ
ンピーダンスは、Ｚ2＝Ｒ2＋（ωＬ―１／ωＣ）2と表記することができる。この式から
明らかなとおり、Ｌ成分およびＣ成分はω（角周波数）に依存する。この角周波数（ω）
は、ω＝２πｆであることから、周波数が高い（高周波側）領域においてインピーダンス
の変化が現れやすくなることを意味するものである。従って、電磁コイル１４の電気的劣
化の初期状態では、高周波側における許容帯域からの逸脱が生じやすく、劣化が進行する
と、周波数が低い（低周波側）領域においても許容帯域からの逸脱が生じるものとなる。
そこで、前記注意喚起情報は、高周波側における許容帯域からの逸脱現象発生時とし、警
告情報は、低周波側における許容帯域からの逸脱現象発生時とすることにより、電磁コイ
ル１４の寿命（交換時期）を明確に把握することが可能となる。
【００４３】
　次に、上記点検装置の使用態様とともに、点検方法の実施形態について説明する。図４
は、点検方法の概略を示す図である。この図に示されるように、電磁ブレーキの点検方法
は、まず電動機を停止させ（Ｓ１）、点検装置を電動機に設置し（Ｓ２）、点検装置を可
動させて（Ｓ３）、Ｚ－Ｆ特性工程と、比較工程とを行うものである。点検装置の設置（
Ｓ２）は、電磁コイル１４の両側端子１４ａ，１４ｂに測定部２の端子２０ａ，２０ｂを
接続するものであり、点検装置の可動（Ｓ３）は、測定部２の交流電源２１から電源の供
給を開始するとともに、周波数を変化させつつ電流測定を行うものである。
【００４４】
　Ｚ－Ｆ特性測定工程は、周波数ごとの電流値の測定（Ｓ４）と、周波数ごとのインピー
ダンスの算出（Ｓ５）と、Ｚ－Ｆ曲線の作成（Ｓ６）とに区分される。周波数ごとの電流
値の測定（Ｓ４）は、変調器２２により設定される周波数情報と、電流計２３による電流
情報とが、解析部３に入力されることであり、周波数ごとのインピーダンスの算出（Ｓ５
）は、解析部３の演算部３２により電流値からインピーダンスが算出される。そして、Ｚ
－Ｆ曲線の作成（Ｓ６）は、上記周波数情報と、算出されたインピーダンスとによって、
Ｚ－Ｆ曲線作成部３４により作成されるものである。なお、Ｚ－Ｆ曲線は、表示する際に
２次曲線となり得る情報を意味する。すなわち、取得される情報は、インピーダンス（Ｚ
）と周波数（Ｆ）との２次の値の集合であり、処理上は当該２次の情報とされるが、例え
ば、横軸を周波数（Ｆ）とし、縦軸をインピーダンス（Ｚ）とすることにより２次曲線と
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して表示し得ることから、２次の値の集合をもってＺ－Ｆ曲線としている。
【００４５】
　比較工程は、許容帯域のＺ－Ｆ曲線の読出（Ｓ７）と、点検時に作成されるＺ－Ｆ曲線
の比較（Ｓ８）とに区分される。許容帯域のＺ－Ｆ曲線の読出（Ｓ７）は、点検対象の電
磁コイルに関する基準値と、この基準値から設定される上限値および下限値とが、予め記
憶部３３に記憶されており、これらの情報を読み出すとともに、これらの情報からＺ－Ｆ
曲線を作成する工程である。上限値および下限値（許容帯域）は、予め設定しておくこと
もできるが、基準値の読出時に新規にし、または設定変更し得るように構成してもよい。
比較工程（Ｓ８）は、読み出された基準値（これに基づく上限値および下限値）によるＺ
－Ｆ曲線と、点検時に作成されたＺ－Ｆ曲線とを比較するものである。比較の方法は、許
容帯域のＺ－Ｆ曲線と、点検時のＺ－Ｆ曲線とを比較し、点検時における周波数ごとのイ
ンピーダンスが許容帯域における上限値を超えていないか、または下限値に達していない
かを比較するものである。なお、両曲線は、表示部４に表示されることから、同時に表示
させた２次曲線を幾何学的に比較してもよい。
【００４６】
　最後に比較結果を参照しつつ判断される（Ｓ９）。この判断は、点検時における周波数
ごとのインピーダンスが許容帯域における上限値を超えている場合、または下限値に達し
ている場合に、電気的劣化を生じているものと判断することである。すなわち、計測値が
許容帯域から逸脱するか否か、逸脱する部分がある場合は、どの周波数帯域かを検出する
ものである。そして、許容帯域から逸脱する計測が存在しない場合は、正常と判断され、
逸脱する計測値がある場合は、当該逸脱を示す周波数の高低により、劣化の初期～末期に
段階的に判断される。なお、この判断は、Ｚ－Ｆ曲線の表示を参照し、点検作業者の判断
に委ねることも可能である。曲線全体の勾配などから電気的劣化の程度を経験的に判断す
ることができるからである。
【００４７】
　ここで、許容帯域を算出する際の基準値としては、使用前の電磁コイルについて異なる
周波数ごとのインピーダンスの値を測定して得た初期値を基準とすることができる。これ
は、電動機ごとに作製される電磁コイルの特性が、当該作製条件等によって異なる場合が
あるためであり、使用前に測定することによって、電気的劣化が生じる前の状態を基準と
することができる。なお、使用前とは、電磁コイルの使用前を意味しており、電動機が新
品の場合は、当該電動機の使用前と一致するが、電磁コイルを交換した場合は、当該交換
時を意味することとなる。
【００４８】
　また、同種の電磁コイルが同一規格で大量に製造されるものである場合には、当該電磁
コイルの標準的な値（Ｚ－Ｆ特性）を基準としてもよい。同一規格により同時期に製造さ
れる電磁コイルの場合には、電気的特性に差違がないことが経験的に知られており、その
標準的な値を基準とすることにより、使用前に個々のインピーダンス測定を省略すること
ができる。
【００４９】
　なお、Ｚ－Ｆ特性は、できる限り広い帯域におけるインピーダンス測定によることが望
ましく、４Ｈｚ～５ＭＨｚの範囲における測定結果に基づくことが好ましい。４Ｈｚ未満
の場合は誤差範囲となり、５ＭＨｚを超える場合はインピーダンス変化を検知し難くなる
ためである。そして、４Ｈｚ～５ＭＨｚの範囲内におけるＺ－Ｆ特性を観察することによ
り、電気的劣化の初期状態から劣化の進行程度を把握することができるものである。
【００５０】
　本発明の実施形態は以上のとおりであることから、点検時に電磁コイルのインピーダン
スを測定することにより、Ｚ－Ｆ特性の変化から電気的劣化を検知することができる。そ
して、広範囲の周波数帯についてＺ－Ｆ特性を観察することにより、電磁コイルの電気的
劣化の傾向を把握することができ、結果的に電気的劣化（交換時期）の早期検知を可能に
するものである。
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【００５１】
　また、電磁コイルについて、使用開始時から、Ｚ－Ｆ特性の測定値が高周波帯において
許容帯域を逸脱する時点までの期間で特定される劣化開始期間と、Ｚ－Ｆ特性の測定値が
高周波帯において許容帯域を逸脱する時点から、低周波帯において許容帯域から逸脱する
までの期間で特定される劣化進行期間とを、予め測定しておくことにより、電気的劣化の
初期状態を検出した時点において、電磁コイルの寿命の残期間（交換時期）を予測するこ
とが可能となる。すなわち、ブレーキ付電動機の使用頻度または使用態様等により、電磁
コイルの電気的劣化の速度は異なるものと予想されるが、その劣化の傾向は、初期段階で
は高周波帯のＺ－Ｆ特性の変化として現出し、劣化の進行とともに低周波帯のＺ－Ｆ特性
の変化として現出するものと仮定すれば、高周波帯におけるＺ－Ｆ特性の変化を検知した
際に、その後の劣化の進行の程度を予測することが可能となる。
【００５２】
　そして、検査対象である（使用中の）電磁コイルについて、高周波帯のＺ－Ｆ特性に変
化を検知した場合、それまでに経過した期間に、劣化開始期間に対する劣化進行期間の割
合を乗ずることにより、その後、低周波帯のＺ－Ｆ特性に変化が現出するまでの期間を算
出することができる。この低周波帯におけるＺ－Ｆ特性の変化を交換時期（寿命）とすれ
ば、電磁コイルを交換すべき期間（寿命の残期間）が算出され、事前に交換の準備ととも
に適時の交換を可能にするものである。なお、当然のことであるが、高周波帯におけるＺ
－Ｆ特性に変化が現出した後も点検は実施されるものであり、急激な劣化等を検出する場
合には、その時点で交換すべきものである。
【００５３】
　以上のような実施形態は、本発明の一例を示すものであって、本発明がこれらの実施形
態に限定される趣旨ではない。従って、上述の実施形態を構成する要素については、種々
変更することができる。例えば、点検装置に係る実施形態では、測定部２による測定情報
を有線によって解析部３に入力しているが、送受信装置を設置して無線で入力してもよい
。また、点検時に測定部２による測定情報をメモリ等に一時的に記憶させ、後工程として
当該メモリ内の情報を解析部３で解析してもよい。
【００５４】
　また、点検方法に係る実施形態では、許容帯域を基準値の（インピーダンス値で）数％
のプラスマイナスによって設定しているが、上限値と下限値とが異なる割合で設定しても
よい。そして、これらの設定は、電磁コイルの特性（巻数や材質等）によって異なる場合
があるため、実験的に妥当な範囲を特定して設定値を設定してもよい。
＜実験例＞
　現実のブレーキ付電動機の電磁コイルについて、Ｚ－Ｆ特性を測定し、その劣化の状態
を観察した。導入時の異なる同種の電動機５個について、４Ｈｚ～５ＭＨｚの周波数にお
けるインピーダンスを算出し、Ｚ－Ｆ曲線を作製した。実験に使用する検査対象の磁気コ
イルは、東海ホイスト工業社製ホイストクレーンに使用される揚上装置（ホイスト）に内
蔵されているものとした。インピーダンス測定には、日置電気社製のインピーダンスアナ
ライザＩＭ３５７０を使用し、４Ｈｚ～５ＭＨｚの範囲におけるインピーダンスを測定し
た。なお、Ｚ－Ｆ特性の基準値は、同一装置の使用前における電磁コイルについて測定し
たものとし、当該基準値に対して、インピーダンスの値で９％相当分を増加させた上限値
と、９％相当分を減少させた下限値とを設定した。この上限値および下限値によりＺ－Ｆ
曲線上の許容帯域を表示部に表示し、さらに実測値に基づくＺ－Ｆ曲線を重ねて表示した
。この表示部の状態を図５に示す。
【００５５】
　図５（ａ）は、使用開始後４年１ヶ月後の電磁コイルについて点検した際のＺ－Ｆ曲線
を示すものであり、図５（ｂ）は同様に９年７ヶ月後、図５（ｃ）は同様に９年９ヶ月後
、図５（ｄ）は同様に９年１０ヶ月後、図５（ｅ）は同様に１１年２ヶ月後の点検結果を
示している。
【００５６】
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　これらの図から明らかなとおり、比較的短期間の使用に供された電磁コイルの場合（図
５（ａ）参照）には、高周波側において、許容帯域から一部逸脱する部分が存在するが、
低周波側は逸脱していない。これに対し、９年を過ぎて使用された電磁コイル（図５（ｂ
）～（ｄ）参照）は、低周波側において狭帯域から逸脱する部分が生じている。しかも、
このとき、高周波側において逸脱する部分は生じていない。この状況は、使用後１１年を
経過した電磁コイル（図５（ｅ）参照）についても同様である。なお、基準値の測定結果
からも明らかなとおり、導入当初（使用前）におけるＺ－Ｆ曲線は、許容帯域の中心とな
っている。
【００５７】
　これらの点検結果から判断できる内容は、電磁コイルを長期間使用することにより、Ｚ
－Ｆ曲線は、徐々に許容帯域から逸脱すること、その逸脱は、初期段階で高周波側に現れ
るが、その後低周波側に移動することである。従って、低周波側における逸脱個所を発見
したときをもって交換時期とすれば、ブレーキ機構の不具合が生じる前の交換を可能にす
る。なお、上記実験結果では、低周波側での逸脱は、定格周波数（５０Ｈｚまたは６０Ｈ
ｚ）よりも高い周波数帯域であったが、この逸脱が、さらに低周波側に移動し、定格周波
数において現れる場合は、電磁コイルが既に正常に作動していないものと思われる。また
、異なる電動機に使用される電磁コイルについての実験を行っていないが、高周波側から
低周波側へ逸脱帯域が移動するという傾向を検出することを予想することができるととも
に、低周波側について逸脱する領域については、定格周波数の近傍（定格周波数以下）に
おいても経時的観察を行うことにより、更なる傾向を検出し得るものと予想される。
【符号の説明】
【００５８】
１　ブレーキ付電動機
２　測定部
３　解析部
４　表示部
１１　モータ軸
１２　ブレーキ用ディスク
１３　ブレーキパッド
１４　電磁コイル
１４ａ，１４ｂ　電磁コイルの両側端子
１５　固定鉄心
１６　可動鉄心
１７　ブレーキバネ
２０ａ，２０ｂ　端子
２１　交流電源
２２　変調器
２３　電流計
３１　入力部
３２　演算部
３３　記憶部
３４　Ｚ－Ｆ曲線作成部（点検時）
３５　処理部
３６　Ｚ－Ｆ曲線作成部（基準値）
３７　許容帯域作成部
３８　比較部
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